
 1

平成 15 年 1月 14 日 

多摩地域ユース・プラザ（仮称）整備等事業 契約書案新旧対照表 

平成 14 年 10 月 31 日に公表した契約書案を下記の通り修正します。 
（旧） （新） 

条項番号 条文 条項番号 条文 

第 9 条 
第 3 項 

３ 都は、本件施設及び本件土

地を事業者に対して貸し渡す

のと同時に、都が作成した備

品台帳に記載された備品を、

事業者に対して無償で貸し渡

すものとする。事業者は、都

から無償で譲渡された備品

を、備品台帳に記載し、これ

を善良なる管理者の注意義務

をもって管理する。 

第 9 条 
第 3 項 

３ 都は、本件施設及び本件土

地を事業者に対して貸し渡す

のと同時に、都が作成した備

品台帳に記載された備品を、

事業者に対して無償で譲渡す

るものとする。事業者は、都

から無償で譲渡された備品

を、備品台帳に記載し、これ

を善良なる管理者の注意義務

をもって管理する。 

第 10 条 

（使用貸借の取消し等） 
第 10 条 本件施設及び本件土

地の使用貸借が取り消された

場合、又は本件施設及び本件

土地の使用貸借の期間が満了

し、かつ、本件施設及び本件

土地の使用貸借が更新されな

かった場合、本契約は、本件

施設及び本件土地の使用貸借

が取り消された時点又は期間

が満了した時点で、当然に終

了する。 
２ 事業者による本件施設の完

了確認通知の受領前に、本件

施設及び本件土地の使用貸借

が取り消された場合には、都

は、事業者に対し、本件施設

の改修工事の出来高に相当す

る金額を、運営開始予定日か

ら 10 年が経過する日までの

期間を最長とする均等分割払

により、又は議会の議決等の

予算措置がとられることを条

件として支払時点までの利息

を付した一括払で支払う方法

により、補償するものとする。

また、事業者は、都による支

払の方法を選択することがで

きる。 
３ 事業者による本件施設の完

了確認通知の受領後に、本件

施設及び本件土地の使用貸借

が取り消された場合、又は本

第 10 条 

（使用貸借の解除等） 
第 10 条 本件施設及び本件土

地の使用貸借が解除された場

合、又は本件施設及び本件土

地の使用貸借の期間が満了

し、かつ、本件施設及び本件

土地の使用貸借が更新されな

かった場合、本契約は、本件

施設及び本件土地の使用貸借

が解除された時点又は期間が

満了した時点で、当然に終了

する。 
２ 事業者による本件施設の完

了確認通知の受領前に、本件

施設及び本件土地の使用貸借

が解除された場合には、都は、

事業者に対し、本件施設の改

修工事の出来高に相当する金

額を、運営開始予定日から 10
年が経過する日までの期間を

最長とする均等分割払によ

り、又は議会の議決等の予算

措置がとられることを条件と

して支払時点までの利息を付

した一括払で支払う方法によ

り、補償するものとする。ま

た、事業者は、都による支払

の方法を選択することができ

る。 
３ 事業者による本件施設の完

了確認通知の受領後に、本件

施設及び本件土地の使用貸借

が解除された場合、又は本件
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件施設及び本件土地の使用貸

借の期間が満了し、かつ、更

新されなかった場合は、都は、

事業者に対して、本件施設及

び本件土地の使用貸借の取消

しの時点又は期間が満了した

時点における、本件施設の工

事費残存額を、運営開始予定

日から 10 年が経過する日ま

での期間を最長とする均等分

割払により、又は議会の議決

等の予算措置がとられること

を条件として支払時点までの

利息を付した一括払で支払う

方法により、補償するものと

する。この場合、事業者は、

都による支払の方法を選択す

ることができる。 
４（略） 
５ 都は、第 1 項の規定により

本契約が終了したことによ

り、事業者について損害が生

じ、又は追加の費用が必要と

なったときは、かかる損害又

は費用を補償するものとす

る。 
 
 
 
 
 
６ 第 2 項及び第 3 項の規定に

もかかわらず、事業者の責め

に帰すべき事由により、本件

施設及び本件土地の使用貸借

が取り消された場合、又は本

件施設及び本件土地の使用貸

借の期間が満了し、かつ、更

新されなかった場合には、事

業者は、都に対して、本件施

設及び本件土地の完了確認通

知の受領前の場合は、本件施

設の改修費相当額の 100 分の

10 に相当する違約金を、本件

施設の完了確認通知の受領後

の場合は、本件施設の工事費

残存額相当額の合計額の 100
分の 10 に相当する違約金を

支払わなければならない。ま

た、この場合、都は、以下の

金額を、都の選択に従い、運

施設及び本件土地の使用貸借

の期間が満了し、かつ、更新

されなかった場合は、都は、

事業者に対して、本件施設及

び本件土地の使用貸借の解除

の時点又は期間が満了した時

点における、本件施設の工事

費残存額を、運営開始予定日

から 10 年が経過する日まで

の期間を最長とする均等分割

払により、又は議会の議決等

の予算措置がとられることを

条件として支払時点までの利

息を付した一括払で支払う方

法により、補償するものとす

る。この場合、事業者は、都

による支払の方法を選択する

ことができる。 
４（略） 
５ 都は、第 1 項の規定に基づ

き事業者の責に帰すべからざ

る事由により本契約が終了

し、事業者について損害が生

じ、又は追加の費用が必要と

なったときは、かかる損害又

は費用を補償するものとす

る。ただし、事業者は、都及

び事業者の責に帰すべからざ

る事由により本契約が終了し

たときは、合理的な費用のみ

を請求できるものとする。 
６ 第 2 項及び第 3 項の規定に

もかかわらず、事業者の責め

に帰すべき事由により、本件

施設及び本件土地の使用貸借

が解除された場合、又は本件

施設及び本件土地の使用貸借

の期間が満了し、かつ、更新

されなかった場合には、事業

者は、都に対して、本件施設

及び本件土地の完了確認通知

の受領前の場合は、本件施設

の改修費相当額の 100 分の

10 に相当する違約金を、本件

施設の完了確認通知の受領後

の場合は、本件施設の工事費

残存額相当額の合計額の 100
分の 10 に相当する違約金を

支払わなければならない。ま

た、この場合、都は、以下の

金額を、都の選択に従い、運
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営開始予定日から 10 年が経

過する日までの期間を最長と

する均等分割払により、又は

議会の議決等の予算措置がと

られることを条件として支払

時点までの利息を付した一括

払で、支払うものとする。 
（1） （略） 
（2） （略） 
７（略） 

営開始予定日から 10 年が経

過する日までの期間を最長と

する均等分割払により、又は

議会の議決等の予算措置がと

られることを条件として支払

時点までの利息を付した一括

払で、支払うものとする。 
（1） （略） 
（2） （略） 
７（略） 

第 11 条 
第 5 項 

５  都は、 第 2 項による場合の

ほか、事業期間中、本件施設

の主要構造部（壁、柱、床及

びはりをいう。以下同じ。）の

瑕疵により事業者に損害が生

じた場合、これを補償する。

事業者は、本件施設の主要構

造部の瑕疵が本件事業の遂行

に支障となる場合、事業者に

生じる損害、追加費用等を最

小限にするよう努めなければ

ならない。 

第 11 条 
第 5 項 

５  都は、第３項による場合の

ほか、事業期間中、本件施設

の主要構造部（壁、柱、床及

びはりをいう。以下同じ。）の

瑕疵により事業者に損害が生

じた場合、これを補償する。

事業者は、本件施設の主要構

造部の瑕疵が本件事業の遂行

に支障となる場合、事業者に

生じる損害、追加費用等を最

小限にするよう努めなければ

ならない。 

第 13 条 
第 4 項 

４ 前項に従い、事業者が都の

事前の承諾を得て本件施設の

設計変更を行う場合、当該変

更により事業者に追加的な費

用が発生したときは、事業者

が、当該費用を負担するもの

とする。 

第 13 条 
第 4 項 

４ 前項に従い、事業者が都の

事前の承諾を得て本件施設の

設計変更を行う場合、当該変

更により事業者に追加的な費

用が発生したときは、当該変

更が事業者の責に帰すべき事

由に起因する場合に限り、事

業者が、当該費用を負担する

ものとする。 

第 20 条 

第 20 条 本件施設及び本件土

地の管理は、事業者が、善良な

る管理者の注意義務をもって行

う。 

第 20 条 

第 20 条 都から引渡しを受け

た後の本件施設及び本件土地の

管理は、事業者が、善良なる管

理者の注意義務をもって行う。

第 24 条 
第 4 項 

４ 事業者は、工期中に事業者

が行う本件施設の検査又は試

験について、事前に都に対し

て通知するものとする。なお、

都は、当該検査又は試験に立

ち会うことができるものとす

る。 

第 24 条 
第 4 項 

４ 事業者は、工期中に事業者

が行う本件施設の検査又は試

験について、事前に都に対し

て通知するものとする。なお、

都は、自己の費用により当該

検査又は試験に立ち会うこと

ができるものとする。 

第 25 条 
第 3 項 

３ 都は、事業者が前項の規定

に従い行う完了検査への立会

いを求めることができる。た

だし、都は、完了検査への立

会いの実施を理由として、何

らの責任を負担するものでは

ない。 

第 25 条 
第 3 項 

３ 都は、自己の費用により、

事業者が前項の規定に従い行

う完了検査への立会いを求め

ることができる。ただし、都

は、完了検査への立会いの実

施を理由として、何らの責任

を負担するものではない。 

第 51 条 第 51 条  都は、本件施設の運

営及び維持管理状況を確認する
第 51 条 第 51 条  都は、本件施設の運

営及び維持管理状況を確認する
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ため必要がある場合には、その

職員をして、事業者の営業時間

内において、事前の通知なく、

事業者の本件施設の運営状況の

監査（会計監査を含むが、これ

に限られない。）を行うことが

できる。事業者は、かかる都の

監査について、合理的な範囲で

協力しなければならない。 

ため必要がある場合には、自己

の費用により、その職員をして、

事業者の営業時間内において、

事前の通知なく、事業者の本件

施設の運営状況の監査（会計監

査を含むが、これに限られな

い。）を行うことができる。事

業者は、かかる都の監査につい

て、合理的な範囲で協力しなけ

ればならない。 

第 52 条 
第 2 項 

２ 事業者は、前項の利用者モ

ニタリングを実施しようとす

る場合には、事前に都にその

旨を通知する。都は、事業者

が行う利用者モニタリングに

立ち会うことができることと

し、事業者は、利用者モニタ

リングの結果を都に対して報

告しなければならない。 

第 52 条 
第 2 項 

２ 事業者は、前項の利用者モ

ニタリングを実施しようとす

る場合には、事前に都にその

旨を通知する。都は、自己の

費用により、事業者が行う利

用者モニタリングに立ち会う

ことができることとし、事業

者は、利用者モニタリングの

結果を都に対して報告しなけ

ればならない。 

第 59 条 
第 5 項 

５ 返還前検査において、本件

施設の状態が別紙 13 の水準

を満たしていない場合には、

都は、事業者に対してこれを

通知するものとし、事業者は、

当該通知に従い速やかにこれ

を修繕するものとする。ただ

し、本件施設の状態が、別紙

13 の水準を満たさないこと

が、都の責めに帰すべき事由

による場合には、この限りで

ない。 

第 59 条 
第 5 項 

５ 返還前検査において、本件

施設の状態が、都の責めに帰

すべからざる事由により、別

紙 13 の水準を満たしていな

い場合には、都は、事業者に

対してこれを通知するものと

し、事業者は、当該通知に従

い速やかにこれを修繕するも

のとする。ただし、本件施設

の状態が別紙 13 の水準を満

たさないことが不可抗力によ

る場合には、事業者は、別紙

7 第 2 項により追加費用額を

負担する範囲で修繕を行うも

のとする。 

第 68 条 
第 1 項 

第 68 条 事業者による本件施

設の完了確認通知の受領前に、

都の責めに帰すべき事由により

本契約が解除された場合、都は、

改修工事の出来形部分を確認の

上、原則として次項に規定され

る金額で、運営開始予定日から

10 年が経過する日までの期間

を最長とする均等分割払によ

り、又は議会の議決等の予算措

置がとられることを条件として

支払時点までの利息を付した一

括払で、これらを譲り受けるも

のとする。かかる金額の支払方

法は、事業者が選択することが

できる。都は、備品台帳に記載

第 68 条 
第 1 項 

第 68 条 事業者による本件施

設の完了確認通知の受領前に、

都の責めに帰すべき事由により

本契約が解除された場合、都は、

改修工事の出来形部分を確認の

上、原則として次項に規定され

る金額で、運営開始予定日から

10 年が経過する日までの期間

を最長とする均等分割払によ

り、又は議会の議決等の予算措

置がとられることを条件として

支払時点までの利息を付した一

括払で、これらを譲り受けるも

のとする。かかる金額の支払方

法は、事業者が選択することが

できる。都は、備品台帳に記載
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された備品のうち、簿価が計上

される備品については残存簿価

を支払うことにより買い取るも

のとし、事業者は、それ以外の

備品を、都に対して無償で譲渡

するものとし、備品台帳に記載

されていない備品を撤去しなけ

ればならない。 

 

された備品のうち、簿価が計上

される備品については残存簿価

を支払うことにより買い取るも

のとし、事業者は、それ以外の

備品を、都に対して無償で譲渡

するものとし、備品台帳に記載

されていない備品を撤去しなけ

ればならない。ただし、都は、

備品台帳に記載されていない備

品を、都と事業者の間で別途合

意する金額で買い取ることがで

きる。 

第 72 条 
 

第 72 条（略） 
２ 前項の規定に従い、本契約

が終了する場合で、事業者に

よる本件施設の完了確認通知

の受領前については、第 68
条（ただし、第 4 項は除く。）

の規定を準用する。 
３ 第 1 項の規定に従い本契約

が終了する場合で、事業者に

よる本件施設の完了確認通知

の受領後については、第 69
条（ただし、第 3 項は除く。）

の規定を準用する。 
４（略） 

第 72 条 
 

第 72 条（略） 
２ 前項の規定に従い、本契約

が終了する場合で、事業者に

よる本件施設の完了確認通知

の受領前については、第 68
条（ただし、第 3 項は除く。）

の規定を準用する。 
３ 第 1 項の規定に従い本契約

が終了する場合で、事業者に

よる本件施設の完了確認通知

の受領後については、第 69
条（ただし、第 2 項は除く。）

の規定を準用する。 
４（略） 

第 75 条 

第 75 条（略） 
２ 前項の規定に従い、本契約

が終了する場合で、事業者に

よる本件施設の完了確認通知

の受領前の場合には、第 68
条（ただし、第 4 項を除く。）

の規定を準用する。 
３ 第１項の規定に従い本契約

が終了する場合で、事業者に

よる本件施設の完了確認通知

の受領後については、第 69
条（ただし、第 3 項を除く。）

の規定を準用する。 
４（略） 

第 75 条 

第 75 条（略） 
２ 前項の規定に従い、本契約

が終了する場合で、事業者に

よる本件施設の完了確認通知

の受領前の場合には、第 68
条（ただし、第 3 項を除く。）

の規定を準用する。 
３ 第 1 項の規定に従い本契約

が終了する場合で、事業者に

よる本件施設の完了確認通知

の受領後については、第 69
条（ただし、第 2 項を除く。）

の規定を準用する。 
４（略） 

別紙 1 

9「工事費残存額」とは、改修工

事の工事費相当額で、都からま

だ支払を受けていない金額をい

う。 

別紙 1 

9「工事費残存額」とは、本件施

設の改修工事の工事費相当額

で、都からまだ支払を受けてい

ない金額をいう。 

別紙 5 
 

１ （略） 
２ 施設賠償責任保険 

(1) （略） 
(2) 付保する期間 

・運営開始日から本件施設

の都に対する譲渡日まで 
(3) （略） 

別紙 5 
 

１（略） 
２ 施設賠償責任保険 

(1) （略） 
(2)  付保する期間 

・運営開始日から本件施設

の都に対する返還日まで 
(3) （略） 
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(4) （略） 
(5) （略） 

３ 生産物賠償責任保険 
(1) （略） 
(2) 付保する期間 

・運営開始日から本件施設

の都に対する譲渡日まで 
(3) （略） 
(4) （略） 
(5) （略） 

４ 傷害保険 
(1) （略）  
(2) 付保する期間 

・運営開始日から本件施設

の都に対する譲渡日まで 
(3) （略） 
(4) （略） 
(5) （略） 

(4) （略） 
(5) （略） 

３ 生産物賠償責任保険 
(1) （略） 
(2) 付保する期間 

・運営開始日から本件施設

の都に対する返還日まで 
(3) （略） 
(4) （略） 
(5) （略） 

４ 傷害保険 
(1) （略）  
(2) 付保する期間 

・運営開始日から本件施設

の都に対する返還日まで 
(3) （略） 
(4) （略） 
(5) （略） 

別紙 7 

1 設計改修期間中に不可抗

力が生じた場合、本件施設の

改修工事費相当額の 1000分

の 10 に至るまでの追加費用

額は事業者が負担するもの

とし、これを超える額につい

ては都が負担する。ただし、

事業者が不可抗力により保

険金を受領した場合、当該保

険金額相当額のうち事業者

が本第１項により負担すべ

き金額を超える金額を、都が

負担すべき金額から控除す

る。 
 
 
 
 
2  運営期間中及び運営期間

の終了後本件施設の返還前

に不可抗力が生じた場合、累

計で本件施設の改修工事費

相当額の 1000 分の 5 に至る

までの追加費用額は事業者

が負担するものとし、これを

超える額については都が負

担する。ただし、事業者が不

可抗力により保険金を受領

した場合、当該保険金額相当

額のうち事業者が本第２項

により負担すべき金額を超

える金額を、都が負担すべき

金額から控除する。 

別紙 7 

1 設計改修期間中に不可抗

力が生じた場合、本件施設の

改修工事費相当額の 1000 分

の 10 に至るまでの追加費用

額は事業者が負担するもの

とし、これを超える額につい

ては都が負担する。ただし、

事業者が不可抗力により保

険金を受領した場合、当該保

険金額相当額のうち事業者

が本第１項により負担すべ

き金額を超える金額を、都が

負担すべき金額から控除す

る。なお、事業者が不可抗力

により受領した保険金額に

は、施設賠償責任保険及び傷

害保険により受領した保険

金額は含まないものとする。 
2  運営期間中及び運営期間

の終了後本件施設の返還前

に不可抗力が生じた場合、累

計で本件施設の改修工事費

相当額の 1000 分の 5 に至る

までの追加費用額は事業者

が負担するものとし、これを

超える額については都が負

担する。ただし、事業者が不

可抗力により保険金を受領

した場合、当該保険金額相当

額のうち事業者が本第２項

により負担すべき金額を超

える金額を、都が負担すべき

金額から控除する。なお、事
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ただし、民間提案事業が実施さ

れた場合、民間提案事業にかか

る不可抗力については事業者が

すべて負担するものとする。 

業者が不可抗力により受領

した保険金額には、施設賠償

責任保険及び傷害保険によ

り受領した保険金額は含ま

ないものとする。 
ただし、民間提案事業が実施さ

れた場合、民間提案事業にかか

る不可抗力については事業者が

すべて負担するものとする。 

別紙 10 
第 3 項(2)①

a 注 

 注：上記のサービス購入料 A
改定率の算出に用いる、

主として人件費的な費

用、主として物件費的な

費用、運営期間中の費用

は、民間事業者が入札時

に提出する計画内容（提

案内容）で決定する。 
「人件費的な費用」と

は、人件費のほか、清掃

管理費、設備機器運転管

理費、保安警備費、植栽

管理費等を指す。 
「物件費的な費用」は、

物品購入、光熱水費、経

常修繕費、計画修繕費等

とする。 
上記の両費用には、金

利、諸税、除却損等、及

び民間提案事業部分に

要する費用は含まない

ものとする。 

別紙 10 
第 3 項(2)① 

a 注 

 注：上記のサービス購入料 A
改定率の算出に用いる、

主として人件費的な費

用、主として物件費的な

費用、運営期間中の費用

は、民間事業者が入札時

に提出する計画内容（提

案内容）で決定する。 
「人件費的な費用」とは、

人件費のほか、清掃管理

費、設備機器運転管理費、

保安警備費、植栽管理費

等を指す。 
「物件費的な費用」は、

物品購入、光熱水費、経

常修繕費等とする。 
上記の両費用には、金利、

諸税、除却損等、及び民

間提案事業部分に要する

費用は含まないものとす

る。 

 


